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第７章 まとめ（海外展開企業・非展開企業比較） 

海外展開企業と非展開企業の調査結果から、以下の 5つの視点から分析する。 

1. 海外展開別（直接投資、業務提携、輸出、輸入）の相違点 
2. 海外展開企業と海外非展開企業の企業プロフィールの相違点 
3. 海外展開企業と海外非展開企業における今後の見通しに対する相違点 
4. 海外展開企業と海外非展開企業における撤退に関する相違点 
5. 海外展開企業と海外非展開企業の支援サービスに対する認知・利用の相違点 

 

1. 海外展開別（直接投資、業務提携、輸出、輸入）の相違点 

（１）相手国 

直接投資、業務提携、直接貿易（輸出）、直接貿易（輸入）における相手国の上位は下

表の通りで、いずれも相手国として中国の割合が極めて高く、又アジアの国が上位にラ

ンクされている。現状中小企業の海外展開は、中国を中心にアジア諸国を相手に展開さ

れているのが実態である。 

海外投資においては、中国に続きタイへ進出している企業が 16.6％と高い結果になっ

ている。 

一方、業務提携、直接貿易（輸出）では、中国に続き韓国、直接貿易（輸入）におい

ては、中国の次に米国と続いている。 

 

図表 7－1 海外展開別相手国-上位５国 

 

直接投資
N=721

業務提携・技術提携
N=572

直接貿易（輸出）
N=901

直接貿易（輸入）
N=1,036

1位
中国
n=485
67.3％

中国
n=226
39.5％

中国
n=224
24.9％

中国
n=496
47.9％

2位
タイ

n=120
16.6％

韓国
n=62

10.8％

韓国
n=112
12.4％

米国
n=93
9.0％

3位
米国
n=109
15.1％

米国
n=58

10.1％

米国
n=112
12.4％

韓国
n=84
8.1％

4位
香港
n=97

13.5％

台湾
n=50
8.7％

台湾
n=71
7.9％

台湾
n=61
5.9％

5位
韓国
n=62
8.6％

ドイツ
n=19
3.3％

タイ
n=49
5.4％

ドイツ
n=35
3.4％  

 

※海外投資は進出国、業務提携は最も重要な業務提携案件の相手国、直接貿易は   

最も重要な輸出先国及び輸入先国 
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37.3

36 .7

41.0

36 .7

41 .1

55.1

48.2

50 .6

5 .4

6 .0

5 .9

3.0

5.2

16 .3

4 .9

6 .8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

直接投資              (N=721) 

業務提携・技術提携(N=572) 

直接貿易（輸出）    (N=901) 

直接貿易（輸入）    (N=1,36) 

拡大（強化） 現状維持 縮小（撤退、解消） その他

（２）現状の課題 

直接投資、業務提携、直接貿易（輸出）、直接貿易（輸入）における現状の課題の上位

は下表の通りで、海外投資においては生産・賃金コストの上昇及び人材確保が課題の上位

を占めている。業務提携では、提携先の技術力・競争力等が課題に挙げられている。直接

貿易においては輸出入とも製品・商品・サービスの競争力や納期・品質の管理等が課題の

上位に挙げられている。 

図表 7－２ 海外展開別現状の課題-上位５項目 

直接投資
N=721

業務提携・技術提携
N=572

直接貿易（輸出）
N=901

直接貿易（輸入）
N=1,036

1位
生産コストの上昇

n=304
42.2％

提携先企業の技術力・生産
能力
n=199
34.8％

輸出製品・商品、サービス
の海外での競争力

n=380
42.2％

輸入製品・商品の品質管理
n=596
57.5％

2位

現場労働者の賃金水準上
昇によるコストアップ

n=282
39.1％

提携先との全般的な信頼関
係、パートナーシップ

n=186
32.5％

円滑な売掛金の回収
n=239
26.5％

輸入製品・商品の納期管理
n=441
42.6％

3位

質の高いマネジメント層人
材の確保

n=271
37.6％

提携先企業の市場での競
争力
n=154
26.9％

海外市場ニーズ把握の困
難性
n=198
22.0％

輸入製品・商品、サービス
の海外での競争力

n=380
36.7％

4位

質の高い現場労働者の確
保

n=263
36.5％

業務提携契約の確実性
n=113
19.8％

営業力・業務能力のある海
外貿易代理店の開拓・確保

n=197
21.9％

貿易実務、現地手続き等の
対応力
n=109
10.5％

5位
収益力の悪化

n=246
34.1％

特許、著作権、営業上の秘
密等知的財産の取扱い

n=53
9.3％

海外での物流コスト
n=144
16.0％

実務能力のある海外貿易
代理店の開拓・確保

n=33
3.2％  

 

 

（３）今後の活動展開 

直接投資、業務提携、直接貿易（輸出）、直接貿易（輸入）における今後の活動展開を

見ると、いずれも「現状維持」が 4割～5割、「拡大（強化）」が 4割程度となり、現状維

持又は拡大（強化）が全体の 8～9割を占めている。一方、「縮小（撤退、解消）」の割合

はいずれも僅少である。 

図表 7－3 海外展開別今後の活動展開 
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2. 海外展開企業と非展開企業の企業プロフィールの相違点 

（１）会社規模別 

会社規模別構成比（従業員数、資本金、売上）について海外展開企業と海外非展開企

業と比べてみると、従業員数、資本金、売上いずれも海外展開企業は海外非展開企業に

比べ規模の大きな企業の占める割合が高くなっている。現状海外展開している企業は、

中小企業の中でも規模の大きな企業が中心となっている。 
 

図表 7－4 海外展開企業・海外非展開企業従業員数別構成比 

9.9

21.6

7.9

17.5

22.4

29.8

13.9

11.7

18.9

10.6

21.9

5.3

4.4

1.0
2.6

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

海外展開企業
(N=1,607)

海外非展開企業
(N=5,121)

１～４人 ５～９人 10～29人 30～49人

50～99人 100～299人 300人以上 不明

 
 

図表 7－5 海外展開企業・海外非展開企業資本金別構成比 

16.4 10.8

54.3

59.5

20.7 5.14.2
3.4

7.6 2.9

11.4

0.4

0.9

2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

海外展開企業
(N=1,607)

海外非展開企業
(N=5,121)

500万円未満 500万円～１千万円未満 １～５千万円未満
５千万円～１億円未満 １～３億円未満 ３億円以上
不明

 
図表 7－6 海外展開企業・海外非展開企業売上規模別構成比 

8.9 5.8 12.5

21.4 26.5 17.0
2.6

1.2

4.1

40.4

14.7

13.4 10.4

2.4

11.0

2.6

1.5

3.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

海外展開企業
(N=1,607)

海外非展開企業
(N=5,121)

３千万円未満 ３～５千万円未満 ５千万円～１億円未満
１～５億円未満 ５～10億円未満 10～30億円未満
30～50億円未満 50億円以上 不明
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（２）取引先別 

取引先別構成比をみると、海外展開企業は大企業を中心に企業を取引先にしている企

業の割合が高くなっている。一方、海外非展開企業は消費者を取引先にしている企業の

割合が高いのが目立っている。この結果から、現状中小企業の海外展開の多くがＢtoＢ型

の企業であることが読み取れる。 
 

図表 7－7 海外展開企業・海外非展開企業取引先別構成比 

9.6 30.3

36.7

16.4

26.3 28.3 4.6

31.5 7.9

2.71.4

4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

海外展開企業
(N=1,607)

海外非展開企業
(N=5,121)

主に大企業 主に中小企業

大企業、中小企業半々程度 主に消費者

その他 不明
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3. 海外展開企業と非展開企業の今後の見通しに対する相違点 

（１）重視している地域 

海外展開企業、海外非展開企業とも、最も重視している地域に「中国」を挙げている。

また、3番目までに重視している地域においても「中国」を挙げる企業がほぼ 7 割を占め、

トップとなっている。この結果から、今後もわが国中小企業の海外展開のターゲットは

「中国」であることに変わりはないと推察される。 
 

図表 7－8 最も重視する地域 

16.4

48.7

49.7

14.7

18.1

15.8

15.7

20.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

海外展開企業
(N=1,213)

海外非展開企業
(N=600)

中国 ASEAN 欧米 その他

 
 
 

図表 7－9 ３番目までに重視する地域 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

67.9%

47.6%

27.8%

51.9%

67.3%

36.0%

26.0%

52.2%

0% 20% 40% 60% 80%

中国

ASEAN

欧米

その他

海外展開企業
(N=1,213)

海外非展開企業
(N=600)
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52.4

46.9

7.5

13.4

17.0

12.0

4.1

3.6

30.3

15.8

11.7

2.3

20.8

23.1

15.3

12.6

5.4

52.7

47.2

16.3

5.2

1.8

2.2

12.2

1.2

6.0

11.5

13.2

12.5

9.0

10.8

7.0

25.7

18.8

0% 20% 40% 60%

海外展開企業
(N=1213)

海外非展開企業
(N=600)

（％）

市場規模が大きい

市場の成長性

市場の閉鎖性・特殊性が少ない

政治的、社会的に安定している

親日的な国である

インフラが整備されている

税金面など優遇措置が充実している

法制度・法運用などが整備されている

人件費が安い

優秀な、又は必要な人材が豊富である

人件費以外のビジネスコストが安い

為替リスクが少ない

関連産業が集積している

出張など利便性が高い

語学上の障害が低い

現地情報が入手しやすい

その他

（２）重視理由 

最も重視している国・地域の重視する理由については、海外展開企業、海外非展開企

業ともほぼ同じ結果であり、いずれも「市場規模が大きい」、「市場の成長性」が極めて

高くなっている。 
 

図表 7－10 最も重視する国・地域の重視理由 
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4. 海外展開企業と非展開企業における撤退に関する相違点 

（１）撤退した地域 

  最も直近の撤退について、撤退した地域をみると、海外展開企業、海外非展開企業と

もに同様の結果で、中国が最も多くなっている。 

 

図表 7－１１ 撤退した国（最も直近の撤退について） 

5.4

4.6

2.9

13.5

45.7

12.0

2.2

4.3

3.3

1.1

5.4

2.2

2.2

0.0

4.3

9.7

32.4

13.7

4.6

2.5

2.5

2.5

2.1

2.9

0% 10% 20% 30% 40% 50%

中国 　　　　　

米国 　　　　　

韓国 　　　　　

マレーシア 　

台湾 　　　　　

シンガポール

タイ　　　　　　

インドネシア　

ベトナム　　　

イギリス　　　

フィリピン　　

その他　　　　

海外展開企業
(N=241)

海外非展開企業
(N=92)
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（２）撤退時期 

  最も直近の撤退の時期をみると、海外展開企業では 2006年をピークに減少に転じてい

るが、海外非展開企業では 2007年がピークとなっている。 

 

図表 7－１２ 撤退時期（最も直近の撤退について） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.5

22.0

3.3

7.5

6.6

11.6

10.0

3.3

6.5

4.3

10.9

13.0

14.1

3.3

4.6

4.1

6.6

10.8

7.1

0.0

18.5

1.1

4.3

7.6

6.5

9.8

0% 5% 10% 15% 20% 25%

1979年以前

1980年代

1990年代

2000年

2001年

2002年

2003年

2004年

2005年

2006年

2007年

2008年

不明

海外展開企業
(N=241)

海外非展開企業
(N=92)
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（３）撤退までの期間 

  設立から撤退までの期間をみると、海外展開企業では 5 年～10 年未満が最も多く、海

外非展開企業では 10年～15年未満が最も多くなっている。 

 

図表 7－１３ 撤退までの期間（最も直近の撤退について） 

11.6

12.9

27.4

8.3

3.7

1.1

6.5

19.6

14.1

3.7

14.5

7.1

10.8

0.0

10.9

14.1

9.8

17.4

5.4

1.1

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

１年未満

１年～２年未満

２年～３年未満

３年～４年未満

４年～５年未満

５年～10年未満

10年～15年未満

15年～20年未満

20年以上

不明

海外展開企業
(N=241)

海外非展開企業
(N=92)
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（４）撤退した機能 

  撤退した機能をみると、海外展開企業、海外非展開企業ともに同様の傾向で、生産機

能の比率が高くなっている。 

 

図表 7－１４ 撤退した機能（最も直近の撤退について） 

59.4 23.2

19.6

4.1

4.3

6.6

15.2

4.6

14.143.5

2.1

3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

海外展開企業
(N=241)

海外非展開企業
(N=92)

生産機能 販売機能 研究・開発
機能

調達機能 その他機能 不明
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（５）撤退理由 

最も直近の撤退の理由については、海外展開企業、海外非展開企業とも、『販売・営業』

面における「受注先、販売先の開拓･確保の困難性」が最も高くなっている。次いで『生

産・技術』面での「生産･品質管理の困難性」と続いている。 

 

図表 7－１５ 撤退の理由（最も直近の撤退について） 

18.3

18.3

14.5

9.5

3.7

2.9

31.1

7.9

3.3

9.5

7.5

2.5

1.7

17.4

16.6

8.3

6.2

5.4

3.7

2.5

17.4

12.9

27.2

1.1

12.0

4.3

5.4

5.4

30.4

8.7

5.4

15.2

2.2

4.3

2.2

22.8

14.1

6.5

6.5

6.5

8.7

4.3

22.8

15.2

0% 10% 20% 30% 40%

海外展開企業
(N=241)

海外非展開企業
(N=92)

生産・品質管理の困難性

生産コストの上昇

市場ニーズへの迅速な対応の困難性

原材料・資材の調達の困難性

製品価格の下落

模倣品の増加、技術の流出

受注先、販売先の開拓・確保の困難性

売掛金回収の困難性

納期管理の困難性

現地派遣日本人責任者の力不足

賃金の上昇

労働争議等の発生

重要ポストの人材の流出

日本本社の事業戦略変更

現地パートナーとのトラブル

現地での市場競争の激化

重要取引先の移転・撤退・倒産

税制・法制度の問題

政情・経済不安、社会不安

インフラの未整備

その他

不明
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5. 海外展開企業と非展開企業の支援サービスに対する認知・利用の

相違点 

（１）支援サービスの認知状況 

  支援サービスの認知状況をみると、いずれの支援サービスについても海外展開企業の

認知率が、海外非展開企業の認知率を上回っている。海外展開にあたって、支援を求め

て情報収集している姿が窺える。 
 

図表 7－１６ 支援サービス認知状況 

21.6

66.8

25.8

19.5

38.7

19.8

46.8

25.3

1.6

9.9

31.4

13.2

11.7

22.8

5.2

15.8

9.8

1.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

各地域の経済産業局の支援事業  　 　 　　　　　　

日本貿易振興機構の支援事業     　　　　　　　　　

中小企業基盤整備機構の支援事業 　    　　　　　

地方公共団体や地域の公的機関の支援事業    

商工会議所など経済団体の支援事業        　　　

海外にある日系企業商工団体　   　　　　　　　　　

銀行や商社が開催しているセミナーや相談業務

民間コンサルティング会社のコンサルテーション

その他 　　  　　　    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
海外展開企業(N=1607)

海外非展開企業(N=5121)

（％）
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（２）支援サービスの利用経験 

  支援サービスの利用経験においても、認知状況と同様にいずれの支援サービスにおい

ても、海外展開企業の利用経験率が海外非展開企業の利用経験率を上回っている。また、

両者の差は、利用経験では認知率に比べると格段に大きくなっている。 
 
 

図表 7－１７ 支援サービス利用経験 
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各地域の経済産業局の支援事業　　    　　　　　　

日本貿易振興機構の支援事業　 　    　　　　　　　

中小企業基盤整備機構の支援事業　　  　　　　　

地方公共団体や地域の公的機関の支援事業　  　

商工会議所など経済団体の支援事業　　  　　　　

海外にある日系企業商工団体 　 　 　   　　　　　　

銀行や商社が開催しているセミナーや相談業務　

民間コンサルティング会社のコンサルテーション

その他　      　       　　        　　　　　　　　　　　　　　
海外展開企業(N=1607)

海外非展開企業(N=5121)

（％）
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（３）中小企業基盤整備機構の支援事業利用経験 

  中小企業基盤整備機構の支援事業の利用経験についてみると、海外展開企業（117 社）、

海外非展開企業（43 社）ともに同様の傾向となっており、「国際化支援アドバイス制度」

の利用が最も高くなっている。 
 

図表 7－１８ 中小企業基盤整備機構の支援事業利用経験 
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中小企業国際化支援レポート      

中小企業海外事業活動実態調査 
海外展開企業(N=117)

海外非展開企業(N=43)

（％）

 
 
 
 
 


